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２００７年７月３０日 

 

小金井市長 稲葉 孝彦 様 

 

小金井市男女平等推進審議会（第２期） 

会長 諸橋 泰樹 

 

 

第３次行動計画「個性が輝く小金井男女平等プラン」 

に関する提言について 

 

 日頃より、小金井市の男女平等推進のためにご尽力いただき、心より感謝申

し上げます。 

近隣市町より、小金井市男女平等基本条例のつくられ方や条例内容が評価さ

れ、刺激されて市民による条例づくりの機運が高まっているようです。 

 さて、小金井市男女平等基本条例に基づく審議会である小金井市男女平等推

進審議会は第２期を迎え、２００５年１０月２４日から２００７年６月１日ま

での間（任期は２００７年１０月２３日まで）審議会の所掌事項について審議

を重ね、今回別紙のような報告書をまとめました。ここに提出いたしますので、

よろしくお取り計らいくださるようお願い申し上げます。 

 

                 記 

 

Ⅰ 審議の経過 

１ 今期審議会の２つの課題について 

   第２期小金井市男女平等推進審議会は、２００５年１０月２４日から２

００７年６月１日まで７回開催されました。 

今期の審議会の課題には、２つの検討課題がありました。 

１つは、地方自治体における効率的かつ効果的な施策及び事業施行のた

めの行財政評価のあり方や評価システムについて検討すること。 

２つめは、第３次行動計画「個性が輝く小金井男女平等プラン」の進捗

状況について評価を行うこと。 

    このうち第１の課題については、審議期間中に全庁的な「行政評価（事

務事業評価）」システムが採り入れられ、今回はそれに「相乗り」する形を

採り、行政評価様式に行動計画の対象事業であることの項目「□男女共同

参画関連」を組み入れてきましたが、第３次行動計画の施策事業のすべて
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が行政評価の対象となることが難しい状況にあります。 

しかしながら、全庁の調査ということでその物理的限界から「男女平等

プラン」の多くの事業を評価することができず、やはり簡便かつ迅速な独

自の評価が求められます。今期はそれについて充分に審議をすることがで

きませんでした。引き続き第３期の審議会で、さらなる検討の継続をお願

いしたいと思います。 

  

２．「プラン」の進捗状況評価について 

第３次行動計画「個性が輝く小金井男女平等プラン」の進捗状況の評価

は、２００６年（平成１８年）２月に出された２００４年度（平成１６年

度）の「推進状況調査報告書」と、２００６年（平成１８年）９月に出さ

れた２００５年度（平成１７年度）の「推進状況調査報告書」に基づき、

それぞれ行われました。 

それに際しては、事業の（１）実施時期区分、（２）実施内容の２点から、

各委員が詳細な問題点の指摘を行い、各担当部署がそれに答える、という

プロセスを数回経る手間を取りました。 

本報告は、主として２００５年度「推進状況調査報告書」をもとに、そ

のやりとりの結果からコメント及び提案を行います。 

なお、第３次行動計画は、２００３年度（平成１５年度）から２０１２

年度（平成２４年度）までの１０年間を射程に入れています。 

 

３．「男女平等推進のための小金井市職員の意識調査」の実施について 

第１期の提言を受けて、男女平等推進のための小金井市職員の意識調査

を２００６年１０月１７日から１１月７日まで実施しました。（１）施策づ

くりと事業実施に際して、全職員が男女平等意識を持ってそれにあたって

もらいたいという意図、（２）調査に答えることにより男女平等意識を高め

てもらうという意図、そして（３）市民に模範を示すためにも、また市内

の大きな事業所の１つでもあることから、「先ず隗より始めよ」という意図

があります。 

   審議会では、質問項目、前回（１９９８年実施）の調査との比較可能性

などの観点から検討を行いました。 

   その結果は「男女平等推進のための小金井市職員の意識調査報告書」に

見るとおりですが、市職員の男女平等意識は必ずしも高くなっているとは

言えず、第３次行動計画や小金井市男女平等基本条例についての認識も低

いという残念な結果でした。本報告でも、この調査報告書を反省を込めて

利用することを提言しています。 
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４．「男女平等に関する市民意識調査」の実施について 

同様に、第１期の提言を受け、小金井市民対象の「男女平等に関する市

民意識調査」を２００７年９月から１０月にかけて実施する予定で、前回

調査（１９９９年実施）との比較ができるよう、質問項目の検討を行いま

した。 

今後の施策・事業に大いに役立ちますので、データの活用が望まれます。 

 

５．その他の男女平等推進に関する審議について 

第２期審議会は、第１期に実施細目が決まり既に運用されている、男女

平等に関する市民からの「苦情処理」についても、苦情があればその都度

報告を受けるつもりでいましたが、今期はそのような苦情は寄せられませ

んでした。 

しかしながら、これは、小金井市内には男女の差別がない、小金井市の

行う施策には男女平等が貫徹している、ということを必ずしも意味しませ

ん。後述するように小金井市男女平等基本条例や、それに基づく苦情処理

についての市民への浸透がほとんどないということを意味していると思わ

れます。都内区市町及び他府県・市町の同様の条例は、市民向けパンフレ

ットや子ども向けパンフレットとして作成され、また、行動計画（プラン）

も同様にＰＲに務めています。市民の男女平等意識を高めることにもつな

がる条例及びプランのＰＲ予算を強く求めます。 

   ほか、審議会では男女平等をめぐる新聞記事をスクラップして委員に配

ることを行い、懇談の参考に供しました。  

 

Ⅱ 第３次行動計画「個性が輝く小金井男女平等プラン」に関する提言につい  

 て 

１．小金井市男女平等基本条例についての市民への浸透を 

 第１期の提言でも申し上げましたが、２００３年７月に成立した小金井

市男女平等基本条例は、市民に認識されているとは言い難い状況にありま

す。今後小金井市が再開発される中、女性たちのグループがさらに活性化

し、ゴミ問題や環境保全に女性たちの意見が反映され、また団塊世代の男

性たちが地域に帰ってくる時期を迎えるためにも、小金井市の先進的な条

例がもっと認識され活用される必要があります。 

   男女平等施策の基本となるものですから、あらゆる手段を講じてＰＲし、

浸透させるよう強く要望します。他自治体は、市民向けの条例および行動

計画のパンフレットを作成し、広く配布しています。厳しい予算状況にあ

ることは承知していますが、予算の措置をお願いしたいと思います。 
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２．小金井市職員に対する条例及び行動計画についての浸透を 

   「男女平等推進のための小金井市職員の意識調査報告書」によると、小

金井市男女平等基本条例について知っている職員はわずか１１．７％にと

どまります。男女平等の施策を担う市の職員がこれでは困ります。（１）条

例、（２）行動計画、（３）男女共同参画社会及び同基本法、（４）男女平等

の社会とは、（５）広報表現における男女平等表現とは、といった観点から

の、若年向け、中間層向け、管理職向けの研修を要望します。もとより、

研修は継続的に行われなければなりません。今年度は若年、次年度は管理

職、などのように対象を毎年替えて、数年でまた回ってくるように工夫し

てもいいでしょう。 

 また、職員対象の男女平等意識調査の結果を使った職員研修を求めます。 

 

３．第３次行動計画の「未実施」が多い 

   第３次行動計画「個性が輝く小金井市男女平等プラン」２００５年度進

捗状況を見ると、全２８７事業（重複含む）中、４１事業が「未実施」で

した。これは全事業の１４％にあたります。 

   特に、実施区分Ａ「既存事業で今後も継続する事業」、Ｂ「平成１５年度

～１９年度までの実施をめざす事業」、Ｃ「平成２０年度～２４年度までの

実施をめざす事業」、Ｄ「将来の課題として、実施する方向で検討する事業」

のうち、Ａ区分の事業は２２２あります。そのうちの９事業が「未実施」

となっていました。 

   審議会からいろいろと問い合わせた結果、理由のあるもの、理由が納得

できないもの、両方がありました。総ての事業が機械的に必ず実施される

べきとは考えませんが、各部署に事業遂行の刺激を高めてもらうよう努力

することが大切だと考えます。 

   また、第３次行動計画を固定的なものととらえず、実施区分の時期を早

めたり、事業のスクラップアンドビルドも場合によっては必要でしょう。 

 

４．「苦情処理」のＰＲを 

 条例において他自治体にさきがけて設置された苦情処理（市民の生活領

域での男女不平等、そして市政における男女不平等）に関して、前期およ

び今期とも申請件数はゼロでした。条例とともに、苦情処理についても、

幅広いＰＲを要望します。 

 

５．その他の事業について 

  （１）ジェンダー指標の設置 
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     ジェンダー統計は、施策や事業を進める上で大事な基礎データです。

実施時期を早め、早急に作成し、継続的に統計をとっていくことを求

めます。 

  （２）町会・自治会・子ども会・ＰＴＡ等団体への長の参画 

     女性が地域のグループの長になることを促進するよう、地域市民へ

の啓発と女性のエンパワーメントが必要です。また、家庭や地域での

男女平等教育を進めるために、家庭教育学級を積極的に実施し、これ

らの団体と庁内関連部署との連携を求めます。 

  （３）男女平等都市宣言の浸透 

     他自治体にさきがけて宣言した小金井市の男女平等都市宣言を、も

っと市民に浸透させていただきたいと考えます。いろいろな「刷り物」

に、是非入れていただければと思います。 

  （４）市刊行物作成に関する男女平等表現ガイドラインの作成 

     小金井市は、かなり古い時期に、市刊行物における男女平等表現に

関するパンフレットをつくっているという先進的な市です。内閣府の

みならず、他自治体では広報物の男女平等表現ガイドラインを作成し、

それにもとづいて広報物を作成しているほか、職員向けの研修なども

行っています。そういった事例に倣いたいものです。 

  （５）女性学・ジェンダー研究グループへの支援 

     自主研究グループの育成・援助について、多少の予算を配分し、多

様なＰＲを望みます。自治体によっては、研究や活動を公募し（港区、

埼玉県、府中市など）、助成金を出しています。 

  （６）大学との連携、情報の提供 

 男女平等の視点を持った大学のリカレント教育と連携し、女性の自

立のためのパソコン教室、女性学講座など、多様な講座を展開して欲

しいと思います。文教地区としての小金井市の資源をもっと有効活用

し、場合によっては市の方から申し込んだり、各大学に連携を申し入

れたり、積極的な働きかけが必要です。 

  （７）小規模保育所・駅型保育所の設置の検討 

 再開発に伴い、駅前保育所ほか、通勤圏に便利な要所要所にある小

さな保育所を設置することの検討を是非求めます。少子社会化の対策

は、子育て対策でもあります。 

  （８）審議会委員等への女性の登用 

     委員会の実態把握を行い、「あて職」でない委員会を中心に、女性の

委員の登用を促進するよう要望します。委員募集の際に、過去の男女

比を含めて掲載するようにしてください。 
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  （９）「こがねいパレット」と女性学級との連携 

     多様な事業や講座がなされていますが、参加者の減少、主催者の人

員不足、企画内容などに悩まされています。「力」が拡散しないよう事

業を整理したり、男女共同参画室がもっと支援したり、公民館・社会

教育との連携が望まれます。 

 

６．行動計画推進状況調査報告を速やかに 

   第１期の提言でも申し上げましたが、本審議会が評価している行動計画

は２年前のものです。現在進行している事業について提案できないシステ

ムでは不都合がありますし、次年度の事業についても推進状況の報告を待

っていては間に合わないものもあります。毎年度の推進状況報告を早め早

めに出してもらうよう、要請します。 

 

７．行動計画推進状況報告に「男女平等」の視点を 

 これも第１期で申し上げましたが、まだ各課の行動計画推進状況報告の

中に男女平等の視点がどのように生かされているのかよくわからない記述

が見られます。自分のセクションの事業がどのように男女平等にかかわる

のか、その認識と、具体的な記述が求められます。 

 

８．庁内の男女平等に関するコミュニケーションシステムの確立を 

 男女平等推進審議会で扱われた内容の要点が、すみやかに各課に連絡さ

れるよう、システムの強化を要望します。庁内連絡会の頻度を高めたり、

庁内メールで頻繁に連絡したり、審議会の審議内容のレジュメがニュース

配信されたり、効果的に全庁に情報が行き渡るよう工夫を望みます。 

 

９．拠点設置の検討を 

 駅前の再開発が進んでいますが、男女平等施策の実施の拠点となるセン

ター設置を強く望みます。「場所」があることで、市の男女平等の意識づく

り及び政策づくりは格段に進展します。 

  

10．担当課・企画政策課の底上げを 

   男女共同参画社会づくりは「２１世紀の最重要課題」とされています。

国内的には少子高齢化に伴い、女性と男性がともに労働して生産活動に従

事し、納税し、また家事・育児・介護を分担し合って、ワーク・ライフ・

バランスのとれた生き方を実践する必要性に迫られています。国外的には、

セクハラやＤＶがあり、戦時性暴力に対する政府による公式補償もない人
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権後進国と認識され、女性の雇用率や社会的地位も低く、ＧＭＥ（ジェン

ダー・エンパワーメント尺度）が先進国中で低位にあるなど、その“汚名”

を返上する必要性に迫られています。小金井市が、その先進性の割りに、「予

算不足」を口実に男女平等政策は「二の次」になっているとすれば、それ

は大変に残念なことです。 

 庁内職員アンケート、市民意識アンケートなどの企画・入力・集計・分

析の作業、ＤＶや児童虐待など「待ったなし」の対策、そして各種事業の

実施に追われる担当部署を見ていると、明らかにスタッフが足りないと感

じます。小金井市男女平等基本条例によれば、担当部署に対しては男女平

等推進のための啓発だけでなく「支援」を要請しています。「２人体制」か

ら、私たちとしてはさらなるスタッフの強化を強く望みます。 

   

  


